
宮 崎 市 会 計 年 度 任 用 職 員 募 集 要 項

地域おこし協力隊（多文化共生推進人材）

１ 募 集 職 種 地域おこし協力隊（多文化共生推進人材）

２ 募 集 人 員 若干名

３ 職 務 内 容

宮崎市内の外国人住民数は年々増加しており、ベトナムをはじ

めとする東南アジアの方を中心に多国籍化も進んでいます。

また、全国的な少子高齢化の影響により、労働力の確保が課題

となる中、外国人が働き手として、また、地域の一員として活躍

できる環境を整える必要があります。

今回、外国人にとって住みやすく、外国人に選んでもらえる宮

崎市を実現するために、私たちと共に以下の業務に取り組んでい

ただける方を募集します。

（１）外国人住民からの相談対応

（２）日本人と外国人住民との交流促進

（３）外国人コミュニティ形成支援

（４）ＳＮＳを活用した外国人住民向けの情報発信

４ 勤 務 場 所 宮崎市内

５ 給 料 等

基本報酬月額 ２０８，０００ 円

通勤手当は、通勤距離に応じて支給されます。

期末手当・退職手当は、支給条件に応じて支給されます。（ただ

し、退職手当については、任用期間が６ヶ月未満の場合は支給さ

れません。）

住宅は、予算の範囲内で本市が借上げます。（家賃等の一部、光

熱水費等の全額は本人の負担となります。）

※住宅の支援は市議会で予算が議決されることが条件となって

いるため、最終決定は予算成立後（３月）となります。

６ 応募資格等

(1) 次に掲げる要件のいずれかに該当する方

ア ３大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、

愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県及び奈良県をいう。）

の都市地域又は政令指定都市のうち条件不利地域（過疎地域の

持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９

号）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）、離島振興法（昭

和２８年法律第７２号）、半島振興法（昭和６０年法律第６３

号）、奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９



号）、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９

号）及び沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）のい

ずれかに指定された地域をいう。）を除く地域に生活の拠点が

あり、住所を定めている方

イ 本市以外において地域おこし協力隊員として同一地域での活

動経験が２年以上あり、かつ活動期間終了後１年以内の方

ウ 語学指導等を行う外国青年招致事業（以下「JET プログラム」

という。）の参加者としての活動経験が２年以上あり、かつ、

JET プログラムを終了した日から１年以内の方

エ 海外に在留し市町村が備える住民基本台帳に登録されていな

い方

(2)(1)の要件に該当し、宮崎市に住民票を異動し、定住しようと

する意志のある方

(3) 英語による相談対応や書類作成等が可能なこと

(4) 多文化共生のまちづくりのため、外国人と日本人の架け橋と

なって活躍する意欲のある方

(5) パソコンの文書作成及び表計算ソフトが使用可能なこと

(6) ＳＮＳを活用した情報発信が可能なこと

(7) 普通自動車運転免許を有する者

(8) 心身ともに健康で誠実に活動を行うことができる者

(9) 市の条例及び規律等を遵守し、職務命令等に従うことができ

る者

(10) 地方公務員法第１６条に規定する職員の欠格条項に該当し

ない者

７ 選考にあた

っての優遇条件

○ 日本語教師資格取得者

○ 次のいずれかの言語でコミュニケーションができる方。

ﾍﾞﾄﾅﾑ語 ／ ﾈﾊﾟｰﾙ語 ／ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語 ／ ﾐｬﾝﾏｰ語

○ 海外での居住経験（旅行は含まない）がある方。

８ 応 募 方 法

令和５年１２月２７日（水）から令和６年２月９日（金）まで

に地域おこし協力隊応募用紙（写真貼付あり）、「６ 応募資格等

(1)」の要件に該当することが分かる書類（住民票抄本の写しな

ど）および普通自動車運転免許証の写しを秘書課まで提出してく

ださい（郵送可）。

郵送の場合は、２月９日（金）までに必着。

なお受付時間は、午前９時から午後５時までとします。



９ 選 考 方 法

(1) 第１次選考（書類審査）

選考結果は令和６年２月１５日（木）までに応募者本人にお知

らせします。

(2) 第２次選考（面接審査）

第１次選考合格者は、面接による第２次選考を実施します。詳

細は第１次選考結果の通知の際にお知らせします。

※面接はＷＥＢ面接にて実施します。

※ＷＥＢ面接では、カメラ・マイク機能を備えたパソコン又はス

マートフォン等及び Wifi 等のインターネット環境を各自で準備

していただく必要があります。

(3) 決定通知

最終合格者には、採用決定通知を送付します。

※住民票の異動は必ず採用決定通知日以降に行ってください。そ

れ以前に住所を異動させると応募対象者ではなくなり、採用取り

消しとなる場合がありますので、ご注意ください。

10 合 格 発 表 令和６年２月２９日（木）の予定

11 勤務条件等

(1) 任用期間

令和６年４月１日（予定）から令和７年３月３１日までの１年

以内とし、勤務状況等により２回まで再度任用する場合がありま

す。

※その場合、最長３年の勤務となります。

※任用開始日は、宮崎市と合格者の両者で協議の上決定します

が、原則として、４月１日から３ヶ月以内とします。

※なお、任用後１ヶ月間は条件付採用期間です。（再度の任用の

際も適用となります）

(2) 勤務形態

月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５分まで

（うち休憩１時間）

※土曜日、日曜日の勤務や時間外勤務となる場合もあります。

(3) 休 暇

年次有給休暇は年１０日（勤務日数や継続勤務期間等によって

異なります）

(4) 社会保険

地方公務員等共済組合法、厚生年金保険法及び雇用保険法の定

めるところによりそれぞれ加入します。

12 欠 格 要 件 (1) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執



行を受けることがなくなるまでの人

(2) 宮崎市職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から

２年を経過しない人

(3) 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に

成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の

団体を結成し、又はこれに加入した人

13 問 合 せ 先

〒880-8505 宮崎市橘通西 1-1-1

宮崎市総合政策部秘書課都市交流係

担当：塩月

電話：０９８５－２１－１７０４


